
平成２３年度６月補正予算案

Ⅰ 概 要

東日本大震災の発生以来、国内及び県内で様々な影響が生じている中、

本県においては、

・既に行っている被災地への職員派遣や被災者の受入等の震災支援の

一層の強化

・地震・津波被害や福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全安心な

県民生活の確保対策

・観光客の減少や消費の落ち込み等による景気悪化が懸念される状況

を踏まえた適切な経済対策

が必要となっているところである。

このため、６月補正予算は、

（１）震災の被災地・被災者への支援

（２）地震・原発等の安全・安心対策

（３）県内産業への震災関連経済対策

（４）安全・安心な社会基盤・生活基盤の整備

を柱に編成し、総額 を計上することとした。６３億円

（単位：億円）

１　東日本大震災関連・経済対策 ５６ 

(１) 震災の被災地・被災者への支援 ７ 

(２) 地震・原発等の安全・安心対策 ２ 

(３) 県内産業への震災関連経済対策 ５ 

(４) 安全・安心な社会基盤・生活基盤の整備 ４２ 

２　地域医療再生計画の追加 １５ 

３　国の補助金等の内示に伴う補正 ▲ ８ 

６３ 

６月補正
予算額

項　　　　　　目

合　　　　　　計



○ 財 源

（１）国庫補助金等 ７億円

（２）基金の取崩し ２４億円

うち地域活性化・経済対策調整基金 ２０億円

（３）県債 ２２億円

（４）繰越金 ８億円

（５）その他の歳入 ２億円

合 計 ６３億円

○ 平成２３年度一般会計歳入歳出予算

当初予算額 ① ５，３２２億円

６月補正予算額 ② ６３億円

補正後予算額 ①＋② ５，３８５億円

＊対前年度同期比 １００．５％

【参考】平成２２年度６月補正後予算額 億円5,357



Ⅱ 補正項目
◎新規項目

○現在実施中であり今回予算措置するもの

□現在実施中で今回予算措置を伴わないもの

１ 東日本大震災関連・経済対策 ５，５６７百万円

（１）震災の被災地・被災者への支援 ７２８百万円

４９１百万円○被災地への職員派遣

・医師、保健師、警察職、土木技術職、一般職員 等

３０百万円◎災害ボランティア活動等への支援

・県社会福祉協議会の災害ボランティア基金の造成費を助成

・震災時の諸課題の解決に向けたＮＰＯ法人等の取組を支援

１２５百万円◎被災者の受入支援

◎被災者の生活支援

・県内賃貸住宅に１か月以上居住する世帯に当面の生活費として 万円を支給30

・被災者が県営住宅に入居した場合、入居料を１年間減免

・被災高齢者が県内の軽費老人ホームに入所する場合、施設が免除する利用料

相当額を助成

◎被災児童・生徒の就学支援

・被災児童生徒の受入等に要する経費（県・市町村等）

・被災児童生徒を受入れた県内の学校にスクールカウンセラーを派遣

○被災者の産業体験の支援

・県内で一定期間、農林水産業等の体験を行う被災者に滞在経費を助成

８２百万円◎被災企業等への支援

県内に事業所又は事業の一部を移転する企業（製造業、ソフト産業）に対し、工・

場等の賃借料や工場操業の初期費用等を助成

被災工場に出荷していた地域の原木の県内工場等への振替輸送や県内流通原木の・

出荷に係る経費を助成

大中型まき網漁船の受入に伴う漁獲物増に対応するため、浜田漁港における魚体・

選別機整備に係る経費を助成



（２）地震・原発等の安全・安心対策 １５０百万円

１９百万円◎地震・津波対策

・地域防災計画の改訂のための地震被害想定調査（津波被害予測）

・津波災害の住民啓発（避難啓発チラシ、ＨＰの作成 、津波ハザードマップ等の）

作成

・市町村向け津波災害対応マニュアルの作成

５０百万円◎原子力防災対策

・原子力防災対策の見直しに向けて、広域的避難や放射線監視体制の強化等に係

る基礎データの収集整理や課題検討のための調査を実施

・福島原発事故に係る環境放射線等の監視体制の強化

・放射線に関する県民向け広報や講演会の開催

２５百万円◎土砂災害対策

・地すべりの可能性がある箇所の基礎データ整備のための調査

５６百万円◎備蓄物資等の補充等

・被災地に拠出した備蓄物資や防護服の補充、検視業務用装備品等の整備

（３） 県内産業への震災関連経済対策 ５４３百万円

５１百万円◎農林水産業への支援

ＪＡや生産者組織等が行う販売促進活動の助成◎

加温栽培作物の生産コスト軽減に資する設備整備の助成○

食品等の輸出に必要となる放射線検査に係る費用の助成◎

６３百万円◎観光の振興

・観光客数の回復のため、旅行会社とタイアップした誘客宣伝活動を強化

・全国規模以上の会議等の誘致を促進するため主催者に対し経費の一部を助成

・工芸品の新たな顧客層を開拓するため新商品の開発や販路拡大の取組を支援



５０百万円◎製造業等への支援

◎新規受注開拓等を目指す企業の試作開発助成制度の助成枠を拡大

□中小企業制度融資

・東日本大震災緊急対策資金の創設［既定資金枠で実施中］

・国保証制度の新設に合わせた融資対象者の要件緩和等［制度拡充］

□部品の調達ができなくなる等の影響で、設備投資を余儀なくされた県内中小企

業について、中小企業設備貸与制度の特利枠の対象に追加［制度拡充］

◎Ｒｕｂｙの国際拠点化を促進するため、Ｒｕｂｙ情報等の発信やソフトウェア

の機能検証等に要する経費を助成

◎企業の県内への立地及び設備増設を促進するため、企業立地促進助成金の助成

率を 引上げ［制度拡充］5%

３７１百万円◎雇用の確保

・企業における休業者等を対象とした高等技術校における教育訓練を拡充

・緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用した短期の雇用機会の提供

（４） 安全・安心な社会基盤・生活基盤の整備 ４，１４６百万円

３，９５０百万円◎県単公共事業

（特別会計計上分を含めた県単公共事業は、４，０００百万円）

・原発避難道路の整備促進、緊急輸送道路の橋梁耐震化、法面防災対策

・砂防事業等による土砂災害対策

・豪雨時の冠水箇所の解消や護岸整備

・農地等の地すべり対策、山地の落石防止対策 等

１９６百万円◎学校等の耐震化

・県立高校(木造建築校舎等の応急補強)、武道館(耐震設計)、図書館(耐震診断)

２ 地域医療再生計画の追加 １，５１９百万円

・国交付金による地域医療再生基金の１５億円積増し

・地域医療支援センターの設置、専門医育成支援 等

３ 国の補助金等の内示に伴う補正 ▲７８８百万円

・国の補助金等の内示に伴う補助・交付金公共事業の減額補正等


